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要旨
国民経済計算は, 国連で採択された国際基準に基づいており国際比較が可
能である｡ 特に OECD加盟国については OECDが National Accountsのデー
タベースを公開している｡ だが, その様式は内閣府の国民経済計算の様式と
は微妙に異なっている｡ そこで, 本稿では, OECDの National Accountsの
政府統計に関する諸項目が内閣府の国民経済計算の項目とどのような対応関

















本稿では, OECDの National Accountsを用いた財政の国際比較に取り組
む｡ 日本の財政の状況は諸外国と比べてどうであるのかという疑問は, 財政
学のテキストブックでもしばしば取り上げられている｡ たとえば, 土居
[2017] は, その第２章において, 政府債務残高, 政府支出総額, 公共投資
の規模, 国民負担率, 一般政府の財政収支, 一般政府の構造的財政収支, 一
般政府の基礎的財政収支について, 日本と他の主要国や GIIPS諸国 (ギリ
シャ, アイルランド, イタリア, ポルトガル, スペイン) との国際比較を行っ
ている｡ また, 竹原 [2004] は, 地方財政についてのテキストの１つの章で
あるが, そこで州・地方税財政の規模, 州・地方の経費, 州・地方の収入に
ついて日本と他の主要国との国際比較を行っている｡ また, 財務省が毎年刊







(OECD) の National Accounts や国際通貨基金 (IMF) の Government
Finance Statistics (GFS) である｡ 前者は OECD加盟国及びいくつかの非加





(１) たとえば, 財務省 [2019] を参照｡




る [International Monetary Fund 2014, p. 352]｡ また, 会計の原則の点では GFSが
今日ではこれらのデータはインターネット上で容易に入手できる｡ 特に
OECDの National Accountsは OECD加盟国の国民経済計算を収録しており,
利用可能なデータは膨大である｡ このデータに基づいて OECDは各国政府
の活動を国際比較した Government at a Glanceを毎年刊行している
(３)
｡ だが,














てきた｡ たとえば, 市川 [2013] は, 国民経済計算を用いて近年の日本の財
政動向を分析した｡ また, 市川 [2014] は, 国民経済計算に各種のデータを
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部門内や部門間の統合処理 (consolidation) を行うのに対して, SNAはこれを行わ
ない点に違いがある [International Monetary Fund 2014, p. 353]｡ ただし, 内閣府
の国民経済計算では, 一般政府内の内訳部門である中央政府, 地方政府, 社会保障
基金の部門内の取引については統合処理を行っている｡ 一方, 中央政府と地方政府
の間のような内訳部門間の取引については統合処理を行っていない [内閣府経済社
会総合研究所国民経済計算部 2019, p. 57]｡





小川 [2017] がある｡ さらに, 土肥他 [2006] は, 国民経済計算を用いて家
計貯蓄率や財政収支などの分析を行っている｡ また, 中村 [2003] は財政支
出と家計消費の関係について国民経済計算を用いた実証分析を行っている｡




本稿の構成は以下の通りである｡ 第Ⅰ節では, OECDの National Accounts
と内閣府の国民経済計算の関係についての概要を説明する｡ 第Ⅱ節では, 第
１次所得の配分勘定での National Accountsと国民経済計算の対応関係を見
る｡ また, 財政の国際比較の一例として, 付加価値型税の税収対 GDP比の
国際比較を行う｡ 第Ⅲ節では, 第２次所得の分配勘定における対応関係を見










編著 [2014] をまとめている｡ 国民経済計算全体の解説書については, 中村洋一が
いくつも解説書を出しており, 新しいものでは中村 [2017] がある｡
の基準として 2008 SNAに準拠した計数が公表されている [内閣府経済社会
総合研究所国民経済計算部 2016]｡ 一方, OECD は 2008 SNA に基づく
OECD加盟国の国民経済計算をデータベース化しインターネットで公開し
ている [OECD 2019b]｡ また, Government at a Glanceなどの書籍としてま
とめた形でも公表している｡













こで, 以下では National Accountsと国民経済計算の対応関係を丁寧に見て
いくこととする｡
内閣府 [2016] で示されている国民経済計算の作成基準によると, 国民経
済計算には ｢所得の受取や処分, 資金の調達や資産の運用についての意思決
定を行う主体の分類｣ として制度部門別分類があり, 非金融法人企業, 金融
機関, 一般政府, 家計, 対家計民間非営利団体の５つに区分される｡ 国民経
済計算年次推計では, これらの部門ごとに制度部門別所得支出勘定と制度部




る｡ また, 政府又は社会保障基金により支配, 資金供給され, 非市場生産に
携わる非営利団体も含まれる｣ とされている [内閣府 2016 p. 2]｡ そして一
般政府の取引については, 国民経済計算年次推計のフロー編付表 (61) 一
般政府の部門別勘定が, 中央政府・地方政府・社会保障基金の部門別に詳し
い内訳を掲載している｡
図１は, OECDの National Accountsに掲載されている諸表から財政の国
際比較に関係のあるものを抜粋して整理したものである｡ National Accounts
のデータは OECD.Statのオンラインデータベースに収録されている｡ その
中には年次の国民経済計算である Annual National Accountsだけでなく四半
期の国民経済計算 (Quarterly National Accounts) など様々なデータが含ま
れている｡ 財政活動は年単位であるので, Annual National Accountsに注目
すると, そこに一般政府勘定 (General Government Accounts) が掲載され
ており, その中には Dataset 10 : Taxes and social contributions receipts,
Dataset 11 : Government expenditure by functionなどとともに, Dataset 12 :
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10. Taxes and social
contributions receipts
11. Government expenditure by
function (COFOG)
12. Government deficit / surplus,






according to COFOG Special
Public Finance and
Employment : Kinds of Revenue
出所) OECD National Accountsより筆者作成
Government deficit / surplus, revenue, expenditure and main aggregatesが掲載
されている｡ この Dataset 12には, 一般政府 (General Government), 中央
政府 (Central government), 地方政府 (Local government), 社会保障基金
(Social security funds), 一国経済 (Total economy) について表が用意され
ている｡ このうち, 一般政府についての表は, 内閣府の国民経済計算では国
民経済計算年次推計のフロー編Ⅱ制度部門別所得支出勘定の４一般政府, お
よび, Ⅲ制度部門別資本勘定・金融勘定の３一般政府に対応する｡ また, 中
央政府, 地方政府, 社会保障基金についての表はフロー編Ｖ付表 (61) 一
般政府の部門別勘定に対応する｡ なお, Dataset 12の一国経済についての表
には GDPのみが記載されている｡ また, 連邦制の国家ではこれらに加えて
州政府 (State government) の表も掲載されている｡ これらの表を国民経済
計算と比較すると, 多くの項目で一致していることが分かる｡ ただし, 両者
には以下のような違いがある｡






Accountsでは, それに加えて生産勘定 (Production account) と所得の発生
勘定 (Generation of income account) も掲載されている｡
第３に, National Accountsの Dataset 12では, 日本のデータについては,
一般政府は暦年, 中央政府・地方政府・社会保障基金は年度のデータが記載






第４に, National Accountsと国民経済計算では, 一方には存在して他方に
は存在しない項目がある｡ たとえば National Accountsの Dataset 12には,
一般政府総支出 (Total General government expenditure) と一般政府総収入
(Total General government revenue) のデータがあるが, 国民経済計算の一
般政府の部門別勘定には該当する項目がない｡
第５に, OECD加盟国のうち韓国とリトアニアについては2019年のベン
チマーク改訂後の Dataset 12 Government deficit / surplus, revenue, expendi-
ture and main aggregatesが, 本稿を執筆した時点ではデータベースに収録
されていない｡ ただし, ベンチマーク改訂前のデータについてはアーカイブ
として別に収録されている｡






第１次所得の配分勘定では, ｢雇用者報酬, 営業余剰・混合所得, 生産・
輸入品に課される税, (控除) 補助金に財産所得の受払を加えることにより
制度部門別の第１次所得バランス｣ を推計している [内閣府経済社会総合研
究所国民経済計算部 2019, pp. 23]｡ 図２では, 第１次所得の配分勘定に関
する部分について National Accountsと国民経済計算の対応関係をまとめて
いる｡ 第１次所得の配分勘定については Annual National Accountsの Dataset
12は, 国民経済計算年次推計のフロー編Ⅱ4 およびＶ61 に対応している｡




はじめに, 図２に記載されている各項目について内閣府 [2019a] の用語
解説をもとに簡単に説明しておこう｡ まず, ｢生産・輸入品に課される税｣








SG3: Allocation of primary income account 第１次所得の配分勘定












which : VAT, re-
ceivable
付加価値型税 (VAT)
GD29R: Other taxes on production,
receivable
生産に課されるその他の税




GD31P: Subsidies on products,
payable
[生産物に対する補助金 (支払)]
GD39P: Other subsidies on pro-
duction, payable
[生産に対するその他の補助金 (支払)]




GD41R: Interest, receivable 利子




GD4P: Property income, payable 財産所得 (支払)
GD4P: Property
income, payable
GD4PTOS1311 : of which : property
income payable to S1311
[財産所得 (支払) の内訳 (中央政府
に対する支払)]
GD4PTOS1312 : of which : property
income payable to S1312
[財産所得 (支払) の内訳 (州政府に
対する支払)]
GD4PTOS1313 : of which : property
income payable to S1313
[財産所得 (支払) の内訳 (地方政府
に対する支払)]
GD4PTOS1314 : of which : property
income payable to S1314
[財産所得 (支払) の内訳 (社会保障
基金への支払)]
GD41P: Interest 利子
GD42P_D45P: Other property in-
come, payable
賃貸料
GB5N: Balance of primary incomes, net 第１次所得バランス (純)
出所) OECD Annual National Accountsおよび内閣府 ｢国民経済計算年次推計｣ より筆者作
成
して生産者に課される租税で, ②税法上損金算入が認められ, ③その負担が
最終購入者へ転嫁されるもの｣ と定義されている [内閣府 2019a, pp. 1516]｡
これはさらに, ｢生産物に課される税｣ と ｢生産に課されるその他の税｣ に
区分される｡ 日本では ｢生産物に課される税｣ には, 消費税, 地方消費税,
関税, 酒税, たばこ税, 揮発油税等が含まれる｡ また, ｢生産に課されるそ











































































































































































































となっている｡ また, オーストラリア, メキシコ, トルコについては2018年
の値が OECDのデータベースに本稿執筆時点で掲載されていなかったため
2017年の値のみ掲載している｡ 日本のデータについては内閣府の国民経済計







である｡ 図にあるように, 日本の付加価値型税の税収は OECD諸国の中で
は相対的に低い｡ これは, この２年間だけではなく2000年以降で見ても同様
の傾向がある｡
図４は, 付加価値型税収入対 GDP比について, 各年の OECD諸国の最大
値, OECD諸国の中央値を, 日本のそれと比較してみたものである｡ 折れ
線グラフの OECD最大という系列が, それぞれの年の OECD諸国の付加価
値型税収入対 GDP比のうちの最大値を表している｡ 税収対 GDP比が最大
となる国は年によって変化しているが, 概ね GDP比10％程度で推移してい
る｡ また, OECD諸国の付加価値型税収入対 GDP比の中央値は2000～2018
年でみると, ほぼ７％前後で推移している｡ これと比べて日本の付加価値型





再び図２の OECDによる National Accountsと内閣府の国民経済計算の対




されている [内閣府 2019a, p. 25]｡ 交付される対象が ｢市場生産者｣ であ
るので, 国から地方自治体への補助金などは該当しない｡ また, 政府から企
業への補助金であっても, 設備投資への補助金などは ｢経常費用を賄うため｣
ではないため該当しない｡ この補助金の内訳について, National Accountsの
Dataset 12では, GD31P: Subsidies on products, payable (生産物に対する補




















































付表 (61) 一般政府の部門別勘定では, このような内訳は掲載されていな
い｡ なお, OECDのデータでも日本については該当する項目には数値が収
録されているわけではなく ｢…｣ となっている｡ また, 財産所得 (支払) に
関しても, 国民経済計算では, 内訳として利子と賃貸料が掲載されているが,
OECD の Annual National Accounts は, それに加えて, GD4PTOS1311 : of
which : property income payable to S1311, GD4PTOS1312 : of which : property
income payable to S1312, GD4PTOS1313 : of which : property income payable to
S1313, GD4PTOS1314 : of which : property income payable to S1314という項
目を設けている｡ ここで, S1311は中央政府を, S1312は州政府を, S1313
は地方政府を, S1314は社会保障基金を表している｡ これらの項目について





次に第２次所得の分配勘定に進もう｡ ここでは, 可処分所得が ｢第１次所
得バランスに, 各種経常移転の受取を加えたものから, 各種経常移転の支払




図５は, 第２次所得の分配勘定について, National Accountsと国民経済計
算の対応関係をまとめたものである｡ ここで, ｢所得・富等に課される経常
税｣ とは, ｢主に, 毎課税期間に定期的に支払われる家計の所得, 法人企業
の利潤に課される税, さらに富に課される税から成る｣ とされている [内閣
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府 2019a, p. 15]｡ 具体的には, 日本では, 所得税, 法人税, 日本銀行納付
金, 自動車重量税の 1/2 が中央政府の ｢所得・富等に課される経常税｣ で,
道府県民税, 市町村民税, 事業税, 狩猟税, 自動車税の 1/2, 自動車取得税
の 1/2, 軽自動車税の 1/2 が地方政府の ｢所得・富等に課される経常税｣ と
されている [内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部 2019, p. 133]｡ な
お自動車重量税, 自動車税, 自動車取得税, 軽自動車税の残りの部分は ｢生
産・輸入品に課される税｣ とされている [内閣府経済社会総合研究所国民経
済計算部 2019, pp. 133134]｡ 一方で, 相続税や贈与税は毎課税期間に定期
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図５ 第２次所得の分配勘定についての対照表




SG4: Secondary distribution of income account 第２次所得の分配勘定
GD5R: Current taxes on income, wealth etc., receiv-
able
所得・富等に課される経常税 (受取)

















GD7R: Other current transfers, receivable その他の経常移転 (受取)
GD5P: Current taxes on income, wealth etc., payable [所得・富等に課される経常税 (支払)]
GD62P: Social benefits other than social transfers in
kind, payable
現物社会移転以外の社会給付 (支払)
GD631XXP: Social transfers in kind - purchased mar-
ket production, payable
現物社会移転 (市場産出の購入)
GD62_631XXP: Social benefits an transfers in kind -
purchased market production, payable
現物社会移転以外の社会給付 (支払)
＋現物社会移転 (市場産出の購入)




GD7PTOS1312 : of which : other cur-
rent transfers payable to S1312
[一般政府内の経常移転の内訳 (州政
府への支払)]
GD7PTOS1313 : of which : other cur-
rent transfers payable to S1313
一般政府内の経常移転の内訳 (地方政
府への支払)
GD7PTOS1314 : of which : other cur-
rent transfers payable to S1314
一般政府内の経常移転の内訳 (社会保
障基金への支払)
GB6N: Disposable income, net 可処分所得 (純)
出所) OECD Annual National Accountsおよび内閣府 ｢国民経済計算年次推計｣ より筆者作
成
的に支払われるわけではないので, ここには含まれず, 後述する ｢資本税｣
に該当する｡
社会負担とは, 単純化していえば, 社会保険料負担を指す｡ ただし, ここ
では一般政府やそれを構成する中央政府, 地方政府, 社会保障基金の側の勘
定を見ているため社会負担の内訳のうち, これらに関係しないものは掲載さ
れていない｡ 掲載されている ｢雇主の現実社会負担｣ とは ｢社会保障基金や
企業年金の年金基金への雇主の実際の保険料・掛金等の負担｣ であり, ｢家
計の現実社会負担｣ とは ｢社会保障基金等への雇用者・家計の実際の保険料・
掛金負担｣ である [内閣府 2019a, pp. 1314]｡ 一方, 社会負担の構成要素
の中でも, 雇主の帰属社会負担 (雇用関係をベースとする確定給付型の退職






家計に対する現物の形での財貨・サービスの支給を指す｣ [内閣府 2019a, p.











(６) 丸括弧内の解説は, 内閣府 [2019a, p. 14] より｡
Accountsで, ここにこの項目があるのは, 図にある ｢現物社会移転以外の
社会給付 (支払) ＋現物社会移転 (市場産出の購入)｣ を出すために掲載さ
れているものと思われる｡
｢現物社会移転以外の社会給付｣ は, 単純化して言えば, 年金給付や生活
保護等を指している｡ 具体的には, ｢現金による社会保障給付｣, ｢その他の
社会保険年金給付｣, ｢その他の社会保険非年金給付｣, ｢社会扶助給付｣ から
なる [内閣府 2019a, p. 13]｡ ここで ｢現金による社会保障給付｣ とは老齢
年金, 失業給付, 児童手当などが該当する｡ また ｢社会扶助給付｣ には生活
保護, 恩給などが該当する [内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部
2019, p. 135]｡
｢その他の経常移転｣ は, ｢非生命保険取引｣ ｢一般政府内の経常移転｣
｢経常国際協力｣ ｢他に分類されない経常移転｣ からなる｡ このうち ｢非生命
保険取引｣ は, 単純化して言えば, 損害保険に関する取引である｡
次に, ｢一般政府内の経常移転｣ に注目してみよう｡ たとえば, 中央政府
の ｢一般政府内の経常移転の内訳 (地方政府への支払)｣ には, 地方交付税
交付金や地方譲与税剰余金などが含まれる｡ また, 中央政府の ｢一般政府内
の経常移転の内訳 (社会保障基金への支払)｣ には, 年金特別会計への繰り
入れなどが含まれる｡ そして, 地方政府の ｢一般政府内の経常移転の内訳
(中央政府への支払)｣ には, 補助費などが含まれる [内閣府経済社会総合研
究所国民経済計算部 2019, p. 136]｡ ただし, ｢経常移転｣ は受け取り側の投
資の原資にはならないものとされている [内閣府 2019a, p. 5]｡ 投資の原資






たかを明らかにしている｡ 図６は, この勘定についての対照表である｡ 図に
政府の ｢最終消費支出｣ と ｢現実最終消費｣ というよく似た項目が現れてい
るが, 政府の ｢最終消費支出｣ は政府が実際に支出した負担額で, 政府の
｢現実最終消費｣ は政府が実際に便益を享受した額である [内閣府経済社会
総合研究所国民経済計算部 2019, p. 138]｡ また, 内訳にある ｢現物社会移
転 (個別消費支出)｣ は, 上記のように ｢一般政府または対家計民間非営利
団体の個々の家計に対する現物の形での財貨・サービスの支給を指す｣ [内
閣府 2019a, p. 6]｡ 一方, ｢現実最終消費 (集合消費支出)｣ とは ｢外交, 防
衛, 警察等の社会全体に対するサービス活動に要する消費支出｣ である [内
閣府 2019a, p. 8]｡ なお, ｢年金受給権の変動調整｣ とは, ｢社会保険のうち
雇用関係をベースとする退職後所得保障制度 (企業年金や退職一時金) に係









SG5: Use of disposable income account 可処分所得の使用勘定




GP31P: Individual consumption ex-
penditure
現物社会移転 (個別消費支出)
GP32P: Collective consumption ex-
penditure
現実最終消費 (集合消費支出)
GD8P: Adjustment for the change in net equity of house-
holds in pension funds
年金受給権の変動調整
GB8G: Saving, gross 貯蓄 (総)
GB8N: Saving, net 貯蓄 (純)
出所) OECD Annual National Accountsおよび内閣府 ｢国民経済計算年次推計｣ より筆者作
成
勘定については, 項目ごとに１対１での対応関係がある｡
図７は, OECDの National Accountsのデータと, 日本については内閣府
の国民経済計算年次推計のデータを用いて2017年の一般政府最終消費支出の
内, 個別消費支出と集合消費支出の関係について国際比較を行ったものであ
る｡ 図の横軸は一般政府の集合消費支出対 GDP比, 図の縦軸は一般政府の



































































図７を見ると, 集合消費支出については多くの国が GDP比 6～10％の範
囲に集まっている一方で, 個別消費支出については, 対 GDP比で19％のス
ウェーデンから, ６％のスイス, メキシコ, 米国までの範囲で幅広く分布し
ていることが分かる｡ 集合消費支出は上記のように ｢外交, 防衛, 警察等の
社会全体に対するサービス活動に要する消費支出｣ であって, いわば公共財






資本勘定は ｢非金融面の資本蓄積 (投資) 及び資本調達 (貯蓄) の状況を
記録する勘定｣ である [内閣府 2019a, p. 13]｡ 可処分所得の使用勘定で算
出された貯蓄と他の部門から受け取った資本移転が, 総固定資本形成や在庫
変動, 土地の購入, そして他の部門への資本移転などに用いられ, 貯蓄と投
資差額が ｢純貸出／純借入｣ として算出される [内閣府 2019a, p. 13]｡
図８は資本勘定について National Accountsと国民経済計算の対応関係を
見ている｡ ここで, 政府の資本移転の受取のうち, ｢資本税｣ は日本では相
続税や贈与税が該当する [内閣府 2019a, p. 13]｡ また, 資本移転の支払に
は, 政府内での中央政府から地方政府への公共事業の補助費などが含まれて
いる [内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部 2019, p. 144]｡ このよう







図８にある政府の ｢総固定資本形成｣ は, 単純化して言えば公共投資から
用地費を除いたものである [内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部








SG6: Capital account 資本勘定
GK1R: Consumption of fixed capital 固定資本減耗




GD91R: Capital taxes 資本移転 (受取) のうち資本税
GD92R_D99R: Other capital trans-
fers and investment grants, receivable
資本税以外の資本移転 (受取)




GD9PTOS1312 : of which : capital
transfers payable to S1312
[一般政府内の資本移転の内訳 (州
政府への支払)]
GD9PTOS1313 : of which : capital
transfers payable to S1313
一般政府内の資本移転の内訳 (地方
政府への支払)
GD9PTOS1314 : of which : capital
transfers payable to S1314
一般政府内の資本移転の内訳 (社会
保障基金への支払)
GD92P: of which : Investment grants,
payable
[うち投資補助金 (支払)]
GP5_K2P: Gross capital formation and Acquisitions less
disposals of non- Assets
[総資本形成＋土地の購入 (純)]
GP5P: Gross capital formation [総資本形成]
GP5P: Gross
capital formation
GP51P: Gross fixed capital formation 総固定資本形成
GP52_P53P: Changes in inventories
and acquisitions less disposals of valu-
ables
在庫変動
GK2P: Acquisitions less disposals of non-produced non-
financial assets
土地の購入 (純)
GB9: Net lending (＋)/ Net borrowing (－) 純貸出／純借入 (財政収支)
GTE: Total General government expenditure [一般政府総支出]
GTR: Total General government revenue [一般政府総収入]
GD995 : Capital transf. from govt, assessed but unlikely
to be collected
出所) OECD Annual National Accountsおよび内閣府 ｢国民経済計算年次推計｣ より筆者作
成
最後に, 図８の ｢純貸出／純借入｣ は貯蓄投資バランスを表しているが,
政府の場合には特に財政収支に対応する [内閣府 2019a, p. 14]｡









｡ 図９は, 一般政府の ｢純貸出／純借入｣



















る｡ 日本はこの中では財政収支が改善した国であり, かつ, 改善の幅は比較





いたものである｡ ｢OECD最大｣ は, 各年における OECD諸国の一般政府財
政収支対 GDP比の最大値を, ｢OECD最小｣ はその最小値を, ｢OECD中央




































































れに対して日本は, 財政収支対 GDP比が一貫して OECD諸国の下位に属し
ていたという点に特徴がある｡
Ⅵ 政府間財政関係
これまで見てきた OECDの National Accountsの Dataset 12は, 一般政府
の部門別勘定を掲載しており, 各項目について一般政府を構成する中央政府・
地方政府・社会保障基金 (連邦制国家ではこれに加えて州政府) の内訳を知




















































分されることになる｡ National Accountsでは, 州政府の区分を設けているの
はオーストラリア, オーストリア, ベルギー, カナダ, ドイツ, メキシコ,
スペイン, スイス, 米国の９か国である OECD [2019a, p. 62]｡ 以下ではこ
れらの国を連邦制国家, その他の国を非連邦制国家と呼ぶこととする｡ ただ
し, オーストラリアと米国は地方政府についての内訳は州政府の区分の中に
統合されている [OECD 2019a, p. 74]｡ なお, 非連邦制国家は中央政府と地
方政府の２層構造で, 社会保障基金を入れて３つの部門に分けられる｡
図11は, 政府の税収にしめる地方政府の割合と, 政府支出に占める地方政
府の割合を見たものである｡ ここで政府支出として図８にある GTE: Total






(１) では, 日本を含む非連邦制国家について描いている｡ ここでは, 政
府は中央政府・地方政府・社会保障基金の３部門から構成される｡ 図の横軸
の ｢税収の地方政府比率｣ とは, 地方政府の ｢生産・輸入品に課される税｣
｢所得・富等に課される経常税｣ ｢資本税｣ の収入の合計を, 中央政府と地方
政府のこれらの税収の合計で割ったものである｡ 図の縦軸の ｢政府支出の地
方政府比率｣ は, 地方政府の政府支出を, 中央政府と地方政府の政府支出の
合計で割ったものである｡
同様に (２) では, 連邦制国家について税収と政府支出における地方のシェ
アを描いている｡ 連邦制国家では政府は中央政府・州政府・地方政府・社会
116


























































































あった｡ この地方政府比率は, 図に描かれている非連邦制国家の中では, 最
高のものであった｡ また (２) に描かれている連邦制国家の税収の州・地方
政府比率と比較しても, 日本の税収の地方政府比率は, 連邦制国家での中央





















したものである｡ 国民経済計算では, 税は ｢生産・輸入品に課される税｣,
｢所得・富等に課される経常税｣, ｢資本税｣ の３つに区分される｡ このうち
｢生産・輸入品に課される税｣ は間接税, ｢所得・富等に課される経常税｣ は




(１) は非連邦制国家について描いたもので, 図の横軸は ｢所得・富等に
課される経常税｣ の地方政府の税収を中央・地方政府の税収の合計で割った
ものである｡ また, 縦軸は ｢生産・輸入品に課される税｣ について, 同様に
地方政府が受け取る割合をとったものである｡




ということである｡ その中で, 日本では ｢生産・輸入品に課される税｣ の地
方政府比率が高い点が目立っている｡ 非連邦制国家の中では, 間接税の地方
政府比率が35％を超えているのは日本とフランスだけである｡





































































































































本稿では, OECDの National Accountsの財政データをもとに財政の国際
比較を行うため, その基礎として National Account の Dataset 12 : Govern-
ment deficit / surplus, revenue, expenditure and main aggregatesと内閣府の国
民経済計算年次推計の一般政府の部門別勘定との対応関係を整理した｡ さら
に, National Accountsと国民経済計算年次推計を用いて, 付加価値税収対
GDP比や一般政府の財政収支対 GDP比, そして, 税収と政府支出に関する
中央と州・地方の政府間財政関係などについての国際比較を行った｡
本稿の限界として, 本稿の執筆時期が National Accountsのベンチマーク
の改訂の直後であったため, OECD加盟国のうち韓国とリトアニアについ
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